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1. 緒   言 

前回 1930 年代前半の日本の経済指標を基に，国内における自動車普及の問題点を明らかにしたが，問題点を明

確にする上では他国との比較が一番分かりやすいであろう． 

 例えば米国のモータリゼーションは 1920 年であるというのが今や定説(1)である． 

 欧州は第 2 次大戦後，日本は 1960 年代後半に起きた事が，米国ではこのように早期に達成されている要因を

探ることは，喜一郎の自動車事業化における問題点をより明確にすることが可能であろう． 

 

2. 本考察の意味合い 

今回は 1920 年の米国モータリゼーションについて検証したいと思う．しかし本内容については多方面から多

くの研究が為されている． 

一方，筆者なりに考えるモータリゼーションに必要充分な条件を挙げるとすれば，以下の 3 項目である． 

(1) 社会的要因（大量生産，大量消費社会の形成） 

(2) 経済的要因（労働者の所得増加と波及効果として第 1，3 次産業従事者の所得増，割賦信用制度の広が

り．同時に大量消費を支える製品価格の下落） 

(3) 工学的要因（大量生産を支える工学技術） 

しかし様々な研究結果を調査してきたが，モータリゼーションと上記 3 要素を結び付けた研究成果は見当たら

ない．それは 3 要素がそれぞれ異なる学問分野の研究対象であることも大きいと思う． 

そこで本考察では，バラバラに検証されてきた各要因を結びつけ，重要な項目に焦点を当て，客観的データを

可能な限り活用し，米国におけるモータリゼーション発生の検証を進めでいきたい． 

 

2. 検証・考察内容 

上記 3 要素は同時に発生したものではない．発生順に並べれば，工学的要因（大量生産体制の完成）～経済的

要因（経済の成長）～社会的要因（社会生活の変化）と繋がっている． 

そこで先ず本稿にて工学的要因，つまり大量生産について検証する． 

次稿にて経済的要因，簡単に言えば所得，割賦販売の広がりと自動車価格について検証する．所得と価格が自

動車普及に密接に関連している事は自明であろう． 

だが上記を満たすだけでは，自動車産業は確立してもモータリゼーションは生じない．市民が生活上自動車を

欲する状態，即ち一般市民に乗用車需要が生まれなければならない．従って米国の生活様式が他国よりいち早く

変化した事が重要である．米国でのみ第 2 次大戦前にモータリゼーションが起きた理由は，大量生産，大量消費

を基にする米国的生活様式が生んだと言ってよい．逆に西欧のモータリゼーションが戦後になった理由は，米国
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による欧州復興計画（マーシャルプラン）(2)と同時に米国的生活様式が広まったためと筆者は考えている．生活

様式はモータリゼーション発生の大きな要因である． 

以上 3 要素を順次検証し，なぜ米国は 1920 年にモータリゼーションを成し遂げたのか，逆に他国ではなぜ成

し遂げられなかったのかを明らかにしていきたい． 

 

3. モータリゼーションの定義 

現在のところモータリゼーションの定義は明確化されていない．しかし感覚的には多数の国民が自家用車を有

する状態であることに異議はないと思う． 

そこで先ず米国の乗用車普及率を検証してみたい．なお本稿では時別な記載がない限り全て乗用車を基準にし

た数値を用いて検証していく． 

図 1 に米国の実績(3)を示す．1910 年は 200 人/台であったが，以降急激に普及し 1920 年には 13.4 人/台，大恐

慌直前の 1929 年には 5.3 人/台まで到達する．4～5 名/家族と仮定すれば，1920 年には 3～4 世帯に 1 台，大恐慌

直前の 1929 年には文字通り 1 家に 1 台乗用車が普及していたと言えるであろう．（1927 年の統計では米国 2340

万世帯の約 80%，1900 万世帯が自家用車を保有していた(4)） 

 

 

この結果から，モータリゼーションは世帯普及率 20%以上，人口あたり普及率が 20 台/人を超えたあたりと言

えるのでないだろうか．（日本で世帯普及率が 20%を超えたのは 1970 年の 22.1%(5)以降） 
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Fig.1 Changes in the number of passenger cars owned per person in the United States 

引用文献より筆者がグラフ化 

Fig.2 Changes in the number of passenger cars owned in major countries in Europe and the United States 
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欧米主要国との比較のため，図 2 に各国の乗用車保有台数推移(6)を示す．1915 年以降，米国において加速度的

に増加している．因みに 1913 年時点での乗用車普及率は，米 77 人/台，英 165 人/台，仏 318 人/台，独 950 人/

台，伊 2,070 人/台(7)となる．第 1 次大戦（1914-1918）前，既に米国は乗用車大国となっていた． 

では米国における乗用車普及の一要因である工学的要因，大量生産技術について様々な面から検討していく． 

 

4. 乗用車生産高で見る米国工業力 ～他国の比較を交えて～ 

図 3 に欧米主要国の乗用車生産高推移(8)(9)(10)，図 4 に米国の乗用車生産高推移詳細を示す(11)．1910 年～1920

年の間，米国の生産量が急激に増加している． 

 

 

米国に着目すると，1908 年フォード T 型発売により自動車生産高が倍増，第 1 次大戦により一時成長は停滞

したが，1920 年代を迎えると急激に増加しているのがわかる． 

 

 

このように乗用車生産高のみに着目しても，1920 年代の米国工業力は抜きんでて高い．では事項にて生産統

計ではなく生産性という目で検証してみたい． 

 

4・1 労働生産性 ～大量生産の発展を示す指数～ 

まず各国の工業生産指数と各工業の労働生産性に着目してみる．工業生産指数は国の工業力を表し，労働生産

性は大量生産能力を表す指標となるであろう． 
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Fig.3 Changes in the number of passenger cars manufactured in major countries in Europe and the United States 

引用文献より筆者がグラフ化 

Fig.4 Changes in the number of passenger cars manufactured in United States 
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表 1 に日英米の結果を示す(12)．比較年次が 1935 年となる理由は，1920 年代の日本の統計数値が不完全だから

である(13)(14)． 

この時期になると日本の工業力もある程度上昇し，質はともかく量的には英国に比する程度にはなっている

が，やはり米国の生産性は群を抜いて高い． 

 

 

では米国の労働生産性について着目してみる．表 2 に労働生産性と実労働時間，所得の変化を示す(15)． 

 

 

 

 

 1919 年から 1923 年の 4 年間で生産性は 31.3%，1929 年の 10 年間で 70%上昇している．ただし賃金の上昇率

は 13.3%しかなく，1920 年代は高賃金というより物価安定（耐久消費財の価格低下）の時代であったことは留

意すべき点である．（この問題に関しては，後日社会的要因検証時に考察する） 

 

5. 米国工業力を引き出したもの ～米国独自の生産システム発展過程～ 

では，この高い労働生産性，即ち大量生産技術は何をもって達成されたのか．そこには他国にはない独自の生

産システム構築があった． 

 

5・1 科学的管理法 ～テイラー・システムによる「作業標準化」と「手と頭の分離」～ 

19 世紀末の米国では，技術革新が進み企業間競争が激化してくる．そのため企業側は生産効率を追求するの

だが，労働者側の抵抗に会う．なぜなら当時の賃金制度が工夫や改善を重ねて生産効率を上げたとしても，それ

に比例した賃金上昇がなかったからである．さらに生産効率が上がってしまった場合企業側はそれを標準に書き

換えてしまう傾向にあり，効率が上がる程実質労働者賃率の切り下げが生じてしまう．従って当時労働者側は，

現場を統括していた熟練工（職長）たち（最終工程は熟練工によるすり合わせ調整や工程の時間調整などが必要

であったから，必然的に熟練工が生産現場を統括することになる）を中心とし生産効率が上昇しないよう「組織

的怠業」によって対抗していた(16)． 

 この問題は 1880 年に設立された米国機械技術師協会（ASME: American Society of Mechanical Engineers）にて

取り上げられ，差し当たって生産現場の能率，生産性を賃金に反映させる新しい生産管理の取り組みが成された
(17)．この運動は「体系的管理運動」として知られるようになる． 

 この運動を最終的な「科学的管理法」まで結実させたのが，Frederic W. Taylor(1856-1915)による「テイラー・

システム」である(18)(19)． 

品目 日本 UK US 単位 日本 UK US

セメント 526 793 646 ton 1 1.51 1.23

銑鉄 539 461 1,460 ton 1 0.86 2.71

洋紙 42.3 43.5 114.9 ton 1 1.03 2.72 　為替レートは1935年平均

自動車 1.99 2.86 8.76 台 1 1.44 4.40 　100円=28.25ドル

機械工業 142 275 737 ポンド 1 1.94 5.19 　100円=166.66シリング

労働者1人あたりの年間生産高 生産性

年次 1人あたり時間あたり産出高 労働時間（ｈ） 所得（ドル）

1909 1.00 52.7 10.38 算出高は1909年=1とする

1919 1.15 47.8 23.29 労働時間・所得は週平均

1923 1.51 47.3 25.13

1929 1.99 45.7 26.40

Table.1 Comparison of Labor Productivity in Japan, Great Britain and the United States in 1935 

Table.2 Changes in labor productivity, hours worked, and income in US manufacturing 
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 テイラーは第１段階として，熟練工の動きを科学的に分析，細分化，単純化し，作業の「標準時間」と「標準

作業方法」を求めた．ここで言う「標準作業」は決して熟練工の真似ではなく，非効率な運動を省き，最適な器

具を用い，人工的に創出された最速時間での作業であることが従来の考えと大きく異なる点である． 

 次に「管理労働」と「現場労働」の完全分離を図った．従来まで熟練工が独占し得ていた生産，労働管理をス

タッフ部門へ吸収移管させた．Harry Braverman(1920-1976)の言葉を借りれば「手と頭の分離」(20)である． 

 もちろん同時に「差別出来高制度」と「指導票」を導入し，標準時間を上回る労働者には高賃金を，下回る労

働者には低い賃率を与えるシステムを導入することにより，労働者の勤労意欲向上と，会社側の生産効率が上が

っても賃金が上がらない恣意的賃下げを防止することも重要な実施案件であった． 

 このテイラー・システム普及により，企業は熟練工に頼る生産工程から解き放たれる手段を手に入れた． 

しかしこれはあくまでシステム上の話であり，実際に熟練工に頼らない生産工程を完成させるには技術的課題

があった．その解決手段として登場したのが，次項で述べる「アメリカ式生産方式」である． 

 

5・2 部品互換性の確立 ～アメリカ式生産方式～ 

動力，鉄，工作機械の技術などは大量生産を支える土台であるが，これらは産業革命発生後短い期間で達成さ

れている．米国の産業革命は英国より約 60 年以上遅れて出発したが，その発展は著しく 1870 年代に確立されて

いる(21)ので割愛する．では大量生産技術という観点で見た場合，他に重要な要因は何か． 

見落とされがちだが，大量生産の大前提となる重要な案件は，部品の「規格化」と「品質管理」による「部品

互換化」の達成である．これにより「作業工程の分離化」が実現し，別々に部品を大量生産しても製品化できる

ようになる．即ち最終的にすり合わせをする熟練工に頼らない生産が可能となる．また，部品の入手，交換が容

易となりメンテナンス性が向上し広範囲に普及する．さらに互換性のある部品を製造するため工作機械の精度が

上昇するなど，副次的要素も発生する． 

米国における部品互換性の発展は，先ず小火器に始まる．陸軍省の援助もあり，1850 年にはスプリングフィ

ールド工廠で生産される小銃は部品互換性が達成されたようである(22)．だがこの目的はコスト低減ではなく，

戦場での優位性を得るためのやむを得ない手法であると陸軍省が認識し，設備投資による製造コスト増を黙認し

たことは理解しなければならない．そのため工廠で完成した世界初の，部品互換性を持たせた製品を製造する

「アメリカ式生産方式」が民間企業へ広がるまで 30 年近くを要した． 

民間企業における部品互換性の先駆者は，当時の代表的ミシンメーカー，シンガー社である．実際当時の実物

調査をした結果，1884 年～1885 年にかけて部品互換性が成立していたようである．それ以前のミシン部品には

個々に部品番号が打刻してあり，互換性がなかったことも明らかになっている(23)．そしてシンガー社に引き続

き，マコーミック社（農耕器具），コルト社（銃器）等が次々導入し，1900 年までには民間企業に普及した． 

部品互換性の確立は生産効率のボトルネックとなっていた熟練工に頼る生産システムからの脱却を意味し，世

界初の生産システム，アメリカ的生産方式の完成が大量生産の土台となったと言える． 

 

6. 大量生産 ～フォード・システムへ至る道～ 

前章で述べた項目が現実化されたことにより，1900 年までには米国において大量生産への道が整ったと言え

るであろう．しかしどのような指標をもって「大量生産」が開始されたと言えるか難しい問題である． 

だが本格的な大量生産は「フォード・システム」によって完成されたと考えるのが妥当であると思う． 

そこで本章ではフォード・システムが確立するまでの過程と影響について検証する． 

 

6・1 作業工程の連続化 ～アセンブリ―・ライン制（流れ作業）～ 

我々は流れ作業と聞くと，当然コンベアに乗った製品を組み立てていく姿を想像するが，本来流れ作業とは製

品が流れているのではなく，工程に沿って設備，機械，治具を整備し，工程完了した製品を次の工程に順番に流

すことである．従って製造時間が作業者側の能力に制限されてしまう欠点は残る． 
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とは言え流れ作業を取り入れたアセンブリー・ライン制にすることにより作業者は複数の作業を掛け持ちする

ことなく，また作業のための移動や製造品の移動時間も最小限となり，生産効率が増大することは間違いない． 

米国では 1890 年以降特に自転車製造に適用され高い生産効率を上げたことが明らかとなっている(24)．しかし

作業者の離職率は甚だ大きく，次報以降で述べる「フォーディズム」という労働者対応策を生むことになる． 

 

6・2 自転車製造 ～自動車大量生産へつながる生産技術の進歩～ 

自動車の普及が早かったため短期間に終わったが，米国では 1895 年位から 1897 年まで自転車が広範囲に普及

した(25)(26)．このモータリゼーション過渡期に生まれた自転車製造業が，後の自動車製造に与えた工学的影響を

まとめると以下になる． 

① アセンブリ・ライン制の導入 

② 金型鍛造技術の進歩（より製品形状に近い鍛造による機械加工工程の削減） 

③ プレス加工技術の進歩（特にパイプ加工） 

④ 電気抵抗溶接の実用化（抵抗スポット溶接の採用） 

⑤ ボールベアリング製造技術の向上 

上記 5 項目は自動車製造に欠かせない技術であり，短期間ではあったといえ，自転車製造事業が後の自動車製

造に繋がったのは明白である． 

 

6・3 大量生産方式の完成 ～フォード・システム～ 

フォード・システムは世界中で多くの研究成果が出されている．そこで本稿では大量生産に関係するその特

徴・意図する項目を述べるに留めたい． 

① 労働対象の標準化 

② 労働手段の標準化 

③ 労働力再編成と作業時間平準化 

④ 作業工程の連続化 

⑤ 作業時間の一律化 

 労働対象の標準化とは，作業者が何をすべきか明確にすることである．互換性のある部品が供給されるため，

何をすべきか明確にすることが可能となり，手順を標準化することで作業に迷うことがなくなり，均質化された

製品が生み出せる． 

 労働手段の標準化とは，専用の機械や治具，測定具（ゲージ）を揃え，誰がやっても同じ品質の製品を製造可

能にするよう手段を講じることである． 

 労働力再編成とは，作業をできるだけ細分化し，標準化した後，それを 1 名分の作業へ均等に配分することに

より，非効率作業を排除しつつボトルネック工程がないよう整理することである．各工程の作業時間を平準化す

ることにより，全体の生産効率が最大化する． 

 作業工程の連続化とは，アセンブリー・ラインにより，作業方向，順序が決まり，流れ作業と組み合わせるこ

とによって作業が途切れることなく連続で行われることである．従来の同一機械を同じ場所に並べるのではな

く，工程順に分散配置し，工程の流れを一方向に定める． 

 そして最後の作業時間の一律化とは，労働力再編をもってコンベアにより各工程，各作業の時間をライン側で

決めることにより，個々の作業者効率を考慮することなく製造を可能とすることである．これによりテイラー・

システムの弱点であった，個々の作業効率を管理する必要性もなくなる． 

 この結果熟練作業者や技術者は，工程改善，工程設計，治具考案，専用機械設計，試作など専門的分野に赴く

ことになり，2 次産業においても急速にホワイトカラー層が生み出されることになった． 

ただしフォードも初めからフォード・システムを完成させ自動車製造を始めたわけではない．徐々に様々な試

みを行いつつ完成形へと至った．その経緯を踏まえつつ，フォードにおける自動車生産量を検証してみる． 

ここでは注目すべき時期が 3 つある． 
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まず，1906 年である．この年ヘンリー・フォードは自社株の 51%以上を取得した．これによりフォード自身

が望んでいた低価格路線へ方針転換する． 

次に 1909 年，フォード T 型のみの製造となった年である．それまでフォードは 3 車種（N，R，S 型）を製造

していたが，1908 年 T 型を製造して以降，一車種生産へ移行する． 

最後は 1912 年，初めてコンベア方式が導入された年である．これ以降生産台数は激増していった． 

 

6・3・1 経営支配権把握前 ～フォードと株主の対立時期 1903-1905年～ 

自己資金が少ないこの時期は，株主の意向に沿った自動車製造をしなければならなかった． 

表 3 に 1915 年までの車種，価格，生産台数を示す(27)．生産台数を見ると 1903 年以降 1905 年まで毎年減少し

ているが，これは株主が利益率の高い高価格車の製造を求めたからである． 

当初は部品製造を他社に任せていたが，生産台数が少ない中でも部品互換性，即ち「労働対象の標準化」と機

械を工程順に配置し「作業工程の連続化」を実施した(28)生産を既に構築していた． 

 

 

 

 

6・3・2 経営支配権把握後 ～低価格路線への転換 1906-1908年～ 

 1906 年，以前より大衆が求める自動車，即ち低価格車製造を目指していたフォードは，株式の 25.5%を新た

に取得し経営支配権を獲得．その結果表 3 に見て取れるよう，低価格車を製造していくことになる． 

 これに伴いピケット・アヴェニュー工場を再編拡充し，自動車製造専用に新しく設計された工作機械を導入し

ていく(29)．即ち「労働手段の標準化」推進である． 

 

6・3・3 一車種生産へ ～大衆車フォード T型の誕生とハイランド・パーク工場建設 1909年-1911年～ 

 1909 年以降，T 型一車種生産に代わる．これは T 型が圧倒的売れ行きだったためである． 

年次 製造工場 車種（Type) 価格（＄） 生産台数（台） 備考

1903 マック・アヴェニュー A 850 1,708

B 2,000

C 900

F 1,000

B 2,000

F 1,000

N 600

R 750

S 700

1907 N，R，S 14,887

R 750

S 700

T 850

1909 T 950 17,771 一車種限定生産開始

1910 T 780 32,053

1911 T 690 69,762

1912 T 600 170,221 コンベアシステム最初の導入

1913 T 550 202,667

1914 T 490 308,162 コンベアシステムの充実・整備

1915 T 440 501,462

ビケット・アヴェニュー

低価格車製造へ転換

ハイランド・パーク

ベルヴェー・アヴェニュー

1,695

1,599

10,202

8,729

T型販売開始（10/1～）1908

1906

1905

1904

Table.3 Development of production system at Ford Motor Company 
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しかし「労働力再編成と作業時間平準化」を一車種生産によって一気に達成する目的もあったように思う．さ

らに車種限定により専用工作機械，治具の導入も容易になり，「労働手段の標準化」が完成形となった． 

 また，1910 年操業開始のハイランド・パーク工場（1909 年 T 型の価格が一時上昇しているのは本工場建設資

金捻出のため：表 3）は，鋳造，熱処理，機械加工，部分組付け，最終組立て（鍛造品は外注）までの一貫工場

となり，「作業時間の一律化」以外の 4 要素全てを工場全体で完遂する試みが実施された(30)． 

 その結果は生産台数と価格に表れている．図 6 に T 型の生産台数，販売価格の推移を示す(31)． 

 

 

6・3・4 ベルトコンベアの導入 ～フォード・システムの完成へ 1912年以降～ 

 1912 年，ハイランド・パーク工場の組み立てラインに初のベルトコンベアが導入された．この「加工対象物

を人のところに移動させる」考え方によって「作業時間の一律化」が始まった． 

 当初は未熟なものであったが，実験を繰り返し（表 4）(32)，1914 年には完全に軌道に乗り，この時点で

「フォード・システム」が完成したと言えよう． 

 

 

 以上述べてきたように米国では 1910 年代，フォード・システムの完成によってモータリゼーションに必要な

工学的要因，即ち完全な大量生産システムを完成させていたと言えるであろう． 
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表は引用文献より筆者がまとめたもの

年次 月
シャシー組立て工程

完了時間（min）
備考

8 750 コンベアなし

8 350 コンベア上を流れる車体に作業者がついていくスタイル

10 180 作業員は定位置に配置

12 158 ラインを延長しタクト短縮を企図

1914 4 93 ほぼ完成形

1913

引用文献より筆者がグラフ化 

Table.4 Conveyor system test results at Ford of type T 

Fig.5 Production Volume and Price of Ford type T 
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7. まとめ 

（1）1920 年の米国では乗用車世帯普及率は 20%を超えており，モータリゼーション時代と言える． 

（2）米国以外 1920 年代にモータリゼーションが起きた国は存在しない． 

（3）米国の工業労働生産性は，1919 年から 10 年間で 70%の高い伸びを記録している． 

（4）米国の労働生産性向上は，様々な課題を解決していき，最終的に「フォード・システム」と呼称される大

量生産方式が確立した結果である． 

（5）「科学的管理手法（テイラー・システム）」と「部品互換性（アメリカ的生産方式）」の完成が大量生産方

式の基礎となった． 

（6）短期間に終わった米国の自転車製造事業が，後の自動車製造に欠かせない生産技術を大きく発展させた． 

（7）「フォード・システム」とは単にコンベアを導入し生産効率を高めたのではない．そこには 5 項目の意図

があり，順番に解決していった結果生み出されたものである． 

  (8) 大量生産は工学技術だけでなく，いかに生産するかシステムを考えなければ成立しない． 

いくつもの課題を解決して初めて成り立つ． 

 

8. 結   語 

本稿では，大量生産を可能にする案件を再確認し，米国では 1910 年代にモータリゼーションに必要な工学的要

因，即ちフォード・システムと呼ばれる大量生産システムを完成させたことを明らかにした．大量生産は工学技

術そのものも重要であるが，生産システムとして様々な案件を達成しなければ完成しない．そしてこの生産シス

テムを唯一完成させたのが当時の米国工業界であった． 

 西欧主要国を初め，当然日本もそのようなものは第 2 次大戦後になってからの話であり，喜一郎が自動車の

量産化に辛苦したのは当然だと言えよう． 

 次報では経済的要因，米国における所得変化，割賦制度，自動車を含む耐久消費財の価格変化と乗用車普及

について検証していく． 
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